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１）2010年3月期 決算ハイライト

Ⅰ．2010年3月期 決算概要

■ 連結 （業績予想公表：2009年10月30日） （単位：百万円）

増減額実績業績予想 増減率

売上高 23,634 △2,86526,500 △10.8％

■ 景気悪化や将来不安に伴う購入意欲の冷え込みが依然として続いたことから、
一部の物件の販売期間が長期化したことなどから引渡戸数が減少

■ 市況の急激な悪化に伴い、当初想定価格から発売前に販売価格設定を引き
下げたことにより売上高・売上総利益が減少

■ 全社的コスト削減の実施、役員報酬の減額・人員のスリム化を実施し、販売費
及び一般管理費を削減

■ 当期の業績を真摯に受け止め、経営責任を明確にするため役員報酬の減額を
継続実施

営業利益 519 △5801,100 △52.8％

経常利益 52 △597650 △91.9％

当期純利益 13 △386400 △96.5％

引渡戸数（戸） ※ 885 △92977 △9.4％

※中古マンションの引渡戸数13戸を含む

エスリードエスリード千里桃山台（千里桃山台（20102010年年33月竣工引渡）月竣工引渡）

所在地：大阪府豊中市新千里南町3丁目8番12号

総戸数：107戸（販売戸数：69戸）

敷地面積：5,935.50㎡ 延床面積：10,226.59㎡

建物規模：地上9階

エスリードエスリード苦楽園老松町（苦楽園老松町（20102010年年33月竣工引渡）月竣工引渡）

所在地：兵庫県西宮市老松町222番1号

総戸数：88戸

敷地面積：3,997.65㎡ 延床面積：9,195.31㎡

建物規模：地上7階 地下1階1株当たり当期純利益 0.9 －25.92 －
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２）連結経営成績
（単位：百万円）

対前年同期比2010/3月期2009/3月期

増減額 増減率 （％）金 額 百分比（％）金 額 百分比（％）

売上高 23,634 △6,682 △22.0100.0

売上原価 19,240 △8,679 △31.181.4

売上総利益 4,394 +1,996 +83.318.6

販売費及び一般管理費 3,874 △772 △16.616.4

経常利益（△損失） 52 +794 －0.2

当期純利益（△純損失） 13 989 －0.1

30,316 100.0

27,919 92.1

2,397 7.9

4,647 15.3

営業利益（△損失） 519 +2,768 －2.2△2,249 △7.4

△742 △2.4

△975 △3.2

1株当たり当期純利益（△純損失）（円） 0.90 64.13 －－△63.23 －

引渡戸数（戸） 885 △462 △34.3－1,347 －

■ 2010/3月期は、たな卸資産評価損の計上が無くなった（2009/3月期は23億90百万円を計上）ことから売上総利益率が改善
したものの、地価・建築費の高騰によりプロジェクトの収益性は悪化

■ 全社的コスト削減の実施、役員報酬の減額・人員のスリム化を実施し、販売費及び一般管理費を削減

■ たな卸資産・有形固定資産取得に伴う借入コストが上昇

期末人員数（人） 187 △48 △20.4－235 －

営業外収益 92 △1,908 △95.40.42,000 6.6

営業外費用 559 +65 +13.32.4493 1.6

特別利益 130 +124 －0.65 0.0

特別損失 103 △419 △80.20.4522 1.7

Ⅰ．2010年3月期 決算概要

1株当たり純資産（円） 1,621.88 △28.22 －－1,650.10 －
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３）連結財政状態

（単位：百万円）

流動資産 49,210 △5,81255,023

（現金及び預金） 14,818 △4,79019,608

固定資産 5,483 +7864,697

資産合計 54,694 △5,02659,720

流動負債 17,130 △12,13629,266

（売掛金） 616 +199417

（販売用不動産） 19,709 +11,1808,528

固定負債 12,533 +75454,987

負債合計 29,664 △4,59034,254

（未払法人税等） 115 △135250

（建設仮勘定） － △1,3601,360

（長期借入金） 11,695 +73174,378

負債純資産合計 54,694 △5,02659,720

純資産合計 25,029 △43625,465

（支払手形及び買掛金） 5,127 △3,9359,062

（短期借入金） 7,701 +4,4713,230

（1年内返済予定の長期借入金） 3,470 △9,70813,179

（仕掛販売用不動産） 12,493 △12,18124,675

2010/3月期 増減額2009/3月期

（利益剰余金） 20,228 △44920,677

（不動産分譲事業損失引当金） － △2,3902,390

（建物及び構築物） 1,667 +713954

（土地） 2,885 +1,1831,701

Ⅰ．2010年3月期 決算概要

たな卸資産：322億２百万円

有利子負債残高：228億67百万円

自己資本比率：45.8％

現預金残高：148億18百万円

①たな卸資産

●販売用不動産 前期に解約となった一棟売り案件
の竣工（オフィスビル2棟、マンション1棟）に
より増加

①

②

③

④

④

⑤

②有形固定資産

新本社ビル竣工により増加

③仕入債務

マンション竣工に伴う建築工事費等の支払債務が
減少

④有利子負債

たな卸資産・有形固定資産取得に伴う資金借入に
より増加

⑤不動産分譲事業損失引当金

オフィスビル竣工に伴う損失引当金取り崩しによ
り減少

Point

●仕掛販売用不動産 マンション用地の仕入を抑制
したこと、竣工・引渡により減少

未供給在庫：12,192百万円（オフィ
スビル2棟、マンション3棟）

完成在庫 ：7,517百万円（自社分譲
物件247戸、中古再販物件12戸）

期末内訳）
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４）主要経営指標の推移

■ 規模の拡大は追わず財務の健全性・信頼性を堅持、安全・確実な経営を推進

■ 2010年3月期末の有利子負債依存度は販売用不動産の増加・本社ビル取得に伴う借入金の増加に伴い上昇

■ 2010年3月期末の自己資本比率は45.8％と高い水準を維持

■ 2010年3月期末の現金及び現金同等物の残高は141億24百万円

自己資本比率

自己資本比率 （％）＝自己資本÷資産合計×100

流動比率 固定比率

（％） （％） （％）

流動比率 （％）＝流動資産÷流動負債×100 固定比率 （％）＝固定資産÷自己資本×100

有利子負債依存度 ネットD/Eレシオ

（％） （倍）

有利子負債依存度（％）＝有利子負債÷資産合計×100 ネットD/Eレシオ （倍）＝（有利子負債－現預金）÷自己資本

現金及び現金同等物期末残高

（百万円）

現金及び現金同等物＝現金及び預金勘定－預入期間が3ヶ月
超の定期預金等

Ⅰ．2010年3月期 決算概要

4 5 . 8

4 2 . 6

4 8 .14 7 .5

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

2 8 7 .3

1 8 8 . 0

2 1 4 . 72 2 0 . 3

170.0

190.0

210.0

230.0

250.0

270.0

290.0

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

2 1 .9

1 8 .4
1 7 . 0

1 9 . 3

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

1 6 , 8 3 5
1 5 ,6 0 7

1 8 ,6 1 6

1 4 , 1 2 4

7,000

10,000

13,000

16,000

19,000

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

2 7 . 8

4 1 . 8

3 4 . 83 3 .6

20.0

30.0

40.0

50.0

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

0 . 3 2

0 .0 5

0 . 0 8

△ 0 . 1 5

△ 0.20

△ 0.10

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3



Nihon Eslead Corporation

不動産分譲事業損失引当金の増減額

貸倒引当金の増減額

有形固定資産の売却による収入

8

５）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ･フロー

投資活動によるキャッシュ･フロー

財務活動によるキャッシュ･フロー

現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

税金等調整前当期純利益（△純損失）

売上債権の増減額

たな卸資産の増減額

仕入債務の増減額

法人税等の支払額

短期借入金の純増減額

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

配当金の支払額

△5,874 △6,525

2009/3月期 2010/3月期 増減額

△223 △1,138

1,606 162

△4,492 △7,501

18,616 +3,009

14,124 △4,492

650

914

1,444

3,009

15,607

18,616

79 +1,339△1,259

△173 △326153

1,001 +2,262△1,261

△3,935 △6,4642,529

△282 +1,150△1,433

4,471 +2,4412,030

11,210 △1,68512,895

△13,600 △623△12,977

△462 38△500

有価証券の償還による収入

有形固定資産の取得による支出

200 +200－

△769 △759△10

△4,250

△415

△745

△2,390

16

198

1,860

432

943

Ⅰ．2010年3月期 決算概要

（単位：百万円） 当期における主な増減要因

前期末に比べ44億92百万円減少

たな卸資産の増加10億１百万円

仕入債務の減少39億35百万円

定期預金の純増減額 98 +98－

たな卸資産・有形固定資産取得に伴う借入により
有利子負債が20億80百万円増加

有価証券の償還による収入２億円

有形固定資産の取得による支出７億69百万円

不動産分譲事業損失引当金の減少23億90百万円

定期預金の払戻と預入に伴う純収入98百万円
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６）セグメント別業績

（単位：百万円）

2010/3月期

■売上高

不動産販売事業 21,428

その他の事業 2,206

合 計 23,634

■営業利益

不動産販売事業 △15

その他の事業 525

合 計

2009/3月期

28,736

1,580

30,316

△2,579

327

△2,251

2006/3月期 2007/3月期

32,760 36,122

1,154 1,239

33,915 37,362

4,976 5,203

420 420

2008/3月期

44,374

1,591

45,965

6,018

467

6,4865,396 5,623 510

■売上高 （単位：百万円）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

不動産販売事業 その他の事業

２００６／３ ２００７／３ ２００８／３ ２００９／３

33,915
37,362

45,965

44,374

1,591

36,122

1,239

32,760

1,154

■営業利益 （単位：百万円）

２００６／３ ２００７／３ ２００８／３ ２００９／３

5,396
5,623

6,486

6,018

467

5,203

420

4,976

420

不動産販売事業 その他の事業

90.7％

9.3％

100.0％

－

－

－

△25.4％

+39.6％

△22.0％

－

+60.3％

－

金額 構成比 増減率

（単位：百万円）

（単位：％）

（単位：％）

２０１０／３

30,316

28,736

1,580

２０１０／３

△2,251

△2,579

327

■ 2010年3月期末のマンション管理受託戸数は12,815戸（連結子会社：エスリード管理）

■ 2010年3月期末の電力管理受託戸数は2,820戸（連結子会社：綜電）

Ⅰ．2010年3月期 決算概要

23,634

21,428

2,206

510

△15

525
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７）販売及び契約実績

25
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541
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1,170

851

881

739
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8.7%
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61.1%
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0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0期末契約済戸数 次期引渡未契約戸数 期末契約進捗率

■次期引渡予定戸数に対する期末契約状況の推移

（単位：百万円） （単位：％）

2,185

1,711

965

Ⅰ．2010年3月期 決算概要

期首契約残高

23,787

14,538

注） 期末契約残高＝期首契約残高＋期中契約高－期中引渡高

（単位：百万円）

戸数（戸） 金 額 戸数（戸） 金 額 戸数（戸） 金 額戸数（戸） 金 額

1,068 17,700 2,109 42,209 1,334

1,334 23,787 1,357 35,125 541

1,843 36,122

2,150 44,374

下半期竣工引渡物件紹介

2008/3月期

2007/3月期

期末契約残高期中引渡高期中契約高

6,632541 14,538 890 20,830 841,347 28,7362009/3月期

76084 6,632 826 15,556 25885 21,4282010/3月期

764

エスリード深江橋 2010年2月竣工引渡
地上11階 総戸数：100戸

エスリード神戸海岸通 2009年12月竣工引渡
地上15階 総戸数：68戸
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８）事業用地仕入状況

Ⅰ．2010年3月期 決算概要

■2010年5月末現在 仕入進捗率

■ マンション用地価格・建築コストは下落傾向、競合他社減少を背景としたビジネスチャンス到来

■ 自社分譲物件に特化し、確実に利益の見込める案件・プロジェクト融資に不安のない物件を厳選して取得

■ 市内中心部の都市型マンションの供給に注力、郊外案件については希少性、付加価値のある物件についてのみ取組み

注）上記仕入進捗率は売上高に換算して表示

（単位：百万円）

仕入進捗率
100％

19,500百万円

売上計画
仕入進捗率

売上計画

44％

36,000百万円

売上計画

37％

16,900

15,000

12,000

20,800

2,600

3,000

3,200

12,000

未策定

売上計画

仕入済 未仕入 その他の事業

9,500

数 量 金 額

供 給 済 自 社 分 譲 物 件 247戸 7,316

中 古 買 取 再 販 物 件 12戸 201

売 却 予 定 マ ン シ ョ ン 3棟、339戸 4,561

売 却 予 定 オ フ ィ ス ビ ル 2棟 7,630

合 計 ― 19,709

■2010年3月末現在 販売用不動産 残高明細 （単位：百万円）

1%

37%

23%

39%

供給済自社分譲物件

中古買取再販物件

売却予定マンション

売却予定オフィスビル

【全体に占める割合（金額）】
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Ⅱ．近畿圏の市場動向と当社の供給実績

１３１） 近畿圏マンション市場動向

２） 近畿圏マンション価格動向

３） 近畿圏マンション需要動向

４） 近畿圏の人口動向

５） 近畿圏の地価・建設コスト動向

６） 2010年3月期地域別供給実績

１４

１５

１６

１７

１８

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・

・・・



Nihon Eslead Corporation

22,744

30,21930,146
33,064

31,85731,258

39,087
36,673

39,737

35,730

19,784

6,3445,7694,671
3,8544,3444,371

7,1686,1556,118
5,338 5,233

60.4 61.3

78.5
75.7 74.3

70.8 71.9
76.4 76.9

72.9

68.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

0

20

40

60

80

100
新規供給戸数 在庫数（年末） 新規契約率

（戸）

13

１） 近畿圏マンション市場動向

■ 2009年（１～12月）の新規供給戸数は、前年同期比13.0％減の19,784戸、2010年の発売は22,000戸の見込み

■ 新規発売戸数に対する契約率は、前年同期比0.9％ポイントアップの61.3％

■ 販売在庫数は、前年同期比1,111戸減の5,233戸

出所： 不動産経済研究所 （暦年ベース）

Ⅱ．近畿圏の市場動向と当社の供給実績

近畿圏のマンション新規供給・在庫数・新規契約率の推移
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２） 近畿圏マンション価格動向

（万円）

■ 2009年（１～12月）の戸当たりの平均販売価格は、前年同期比102万円、2.9％ダウンの3,411万円

■ 2009年（１～12月）の㎡当たりの平均販売単価は、前年同期比0.5万円、1.1％ダウンの47.1万円

3,411

3,513
3,478

3,380

3,164

3,1773,165
3,2373,188

3,245

3,419

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

平均販売価格（年度別）

出所： 不動産経済研究所

近畿圏 平均販売価格の推移

47.147.4

44.1

41.7 41.4 41.7 42.0
42.6

44.9

47.0 47.6

40.0

45.0

50.0

55.0

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

平均㎡当たり単価

出所： 不動産経済研究所

（万円）

近畿圏 平均㎡当たり単価の推移

近畿圏 地域別供給実績前年比

出所： 不動産経済研究所「近畿圏マンション市場動向より当社作成※１ ・・・ 平均面積（㎡）は、平均価格（万円）÷分譲単価（万円／㎡）で算出

Ⅱ．近畿圏の市場動向と当社の供給実績

2008年実績 2009年実績 増減率（％） 2008年実績 2009年実績 増減率（％） 2008年実績 2009年実績 増減率（％）

大阪府 3,467 3,472 0.1% 48.5 48.3 ▲0.4% 71.5 71.9 0.6%

（大阪市） 3,526 3,303 ▲6.3% 53.5 49.4 ▲7.7% 65.9 66.9 1.5%

（大阪府下） 3,421 3,622 5.9% 45.1 47.5 5.3% 75.9 76.3 0.5%

兵庫県 3,725 3,456 ▲7.2% 48.5 48.6 0.2% 76.8 71.1 ▲7.4%

（神戸市） 3,873 3,375 ▲12.9% 50.8 51.1 0.6% 76.2 66.0 ▲13.4%

（兵庫県下） 3,598 3,558 ▲1.1% 46.5 45.9 ▲1.3% 77.4 77.5 0.2%

京都府 3,495 3,235 ▲7.4% 47.2 43.7 ▲7.4% 74.0 74.0 0.0%

（京都市） 3,804 3,298 ▲13.3% 54.9 46.2 ▲15.8% 69.3 71.4 3.0%

（京都府下） 2,973 3,060 2.9% 36.3 37.5 3.3% 81.9 81.6 ▲0.4%

滋賀県 3,282 3,139 ▲4.4% 41.5 39.8 ▲4.1% 79.1 78.9 ▲0.3%

奈良県 3,015 2,809 ▲6.8% 41.1 36.0 ▲12.4% 73.4 78.0 6.4%

和歌山県 2,981 3,053 2.4% 37.7 39.5 4.8% 79.1 77.3 ▲2.3%

近畿圏計 3,513 3,411 ▲2.9% 47.6 47.1 ▲1.1% 73.8 72.4 ▲1.9%

平均価格（万円） 分譲単価（万円／㎡） 平均面積（㎡） 　※１
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３） 近畿圏マンション需要動向

■ 契約率は年初以来継続して上昇、6ヶ月移動平均・12ヶ月移動平均ともに上昇傾向。2010年4月は70％台を回復
■ マンション購入者における団塊ジュニア世代・団塊ジュニアネクスト世代というボリュームゾーンの割合は年々増加
■ 近畿圏マンション「買い時感」が高まる、来訪者は、”販売が好調であった2007年水準まで回復“。金利・価格が低水準、税制の

メリットが後押し

72.3
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55.1

50.1

58.8

59.4
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34.434.7
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団塊ジュニアネクスト世代（1976年生まれ～） 団塊ジュニア世代（1971～1975年生まれ）

出所： リクルート住宅総研「2007年関西圏新築マンション契約者動向調査」より

近畿圏 2008年10月～2010年4月 月別平均契約率の推移 近畿圏 マンション購入者 世代別割合

マンション潜在購入者 マンション購入意識

（％）
（万円）

2008年 2010年

出所： 不動産経済研究所「近畿圏マンション市場動向より当社作成

Ⅱ．近畿圏の市場動向と当社の供給実績

2009年

出所： 長谷工アーベスト「2007年関西圏新築マンション契約者動向調査」より

【
来
訪
者
】

【
モ
ニ
タ
ー
】

「買い時だと思う」が2007年3月以来の40％台に 「買い時だと思う」が2009年7月以降約25％前後で推移
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４）近畿圏の人口動向

Ⅱ．近畿圏の市場動向と当社の供給実績
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■ 近畿圏の総人口は2010年頃をピークに、総世帯数は2015年頃をピークに減少に転じる
■ 夫婦と子供からなるファミリー世帯は減少
■ 世帯主の年齢が60歳以上の高齢世帯や晩婚化・離婚の増加による単独世帯が大幅に増加

出所：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の市区町村将来推計人口」より当社作成

将来推計人口指数 （1995年 = 100 とした場合）

全国 世帯数の将来推計

出所：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の世帯数の将来推計」より当社作成

全国 年齢別人口の将来推計

出所：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口」より当社作成

（単位：千世帯）

（千人）

近畿圏 県別世帯数の将来推計 （2005年 = 100 とした場合）

出所：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の世帯数の将来推計」より当社作成

●2020年頃までは、ほぼ横ばい、以降減少の予測
近畿圏の他県（滋賀県・奈良県・和歌山県）については滋賀県が今後
引き続き上昇傾向、奈良県・和歌山県は2010年頃を境に減少傾向
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５） 近畿圏の地価・建設コスト動向

■ 主要都市の高度利用地の地価は依然として下落基調が続いているものの、値頃感の高まり、在庫・価格調整の進展等から、総じて引き続き
下落幅の縮小傾向が見られるとともに、上昇、横ばいに転じる地区も散見されるようになってきた。国土交通省「地価LOOKレポート」より）

■ 建築コストは工事原価、純工事費、建築、設備とも年間を通して概ね下落傾向。

■ 土地仕入価格は適正価格へ調整が進み、建築費は低下傾向へ

集合住宅 RC 5,000㎡

出所： 建設物価調査会 「建設物価建築費指数」より当社作成

■ 2009年の建設物価建築費推移 （2000年平均 = 100）

※建設物価建築費指数は、「建設物価」及び「建築コスト情報」掲載の工事費、資材
価格、労務費等を再構成して作成した建築工事費に関する一種の物価指数です。

出所：国土交通省「平成21年都道府県地価調査」より当社作成

出所：国土交通省「平成21年都道府県地価調査」より当社作成

Ⅱ．近畿圏の市場動向と当社の供給実績

■　基準地価　対前年変動率の推移（住宅地）

1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

東京圏 △ 5.0 △ 2.9 △ 4.4 △ 7.3 △ 6.7 △ 5.8 △ 6.1 △ 5.6 △ 4.3 △ 2.5 0.7 4.8 1.6 △ 6.5

大阪圏 △ 3.9 △ 1.5 △ 2.7 △ 6.2 △ 6.5 △ 7.5 △ 8.9 △ 8.9 △ 6.8 △ 3.7 0.0 2.9 1.0 △ 4.5

名古屋圏 △ 2.9 △ 1.0 △ 1.1 △ 3.4 △ 1.6 △ 2.4 △ 5.3 △ 5.6 △ 3.9 △ 2.5 △ 0.1 2.4 1.5 △ 4.2

三大圏平均 △ 4.4 △ 2.2 △ 3.4 △ 6.4 △ 6.0 △ 5.9 △ 6.8 △ 6.6 △ 5.0 △ 2.8 0.4 4.0 1.4 △ 5.6

地方圏平均 △ 0.4 △ 0.2 △ 0.8 △ 1.5 △ 1.8 △ 2.5 △ 3.4 △ 4.3 △ 4.4 △ 4.1 △ 3.1 △ 2.3 △ 2.1 △ 3.4

全国平均 △ 1.3 △ 0.7 △ 1.4 △ 2.7 △ 2.9 △ 3.3 △ 4.3 △ 4.8 △ 4.6 △ 3.8 △ 2.3 △ 0.7 △ 1.2 △ 4.0
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６）2010年3月期地域別供給実績

18

■各期平均所要時間

発売時期
最寄駅からの

徒歩平均所要時間

2010/3月期

2004/3月期

2005/3月期

6.5分

4.1分

3.9分
2006/3月期 4.5分
2007/3月期 5.5分
2008/3月期 6.9分
2009/3月期 5.8分

Ⅱ．近畿圏の市場動向と当社の供給実績

2010年3月期は9物件を供給
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Ⅲ．今期の見通しと中期経営計画

２０１） 事業環境に対する認識と戦略

２） 2011年3月期連結業績見通し

３） 中期経営計画

２１

２２

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

４） 2011年3月期販売プロジェクトの紹介 ２３・・
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１）事業環境に対する認識と戦略

Ⅲ．今期の見通しと中期経営計画

■ 今後の近畿圏における新築マンション市場は2万戸～2.5万戸の供給と想定

■ マンション用地価格・建築コストは適正価格へ調整が進むものと想定

■ 住宅価格は購入可能な適正価格（2002年レベル）まで調整が進むものと想定

■ 買い控えによって購入を先送りしていた層が潜在需要として蓄積

■ 住宅購入限度額の上昇は難しいものの、値ごろ感のある住宅への潜在的需要は根強い

■ 住宅ローン減税の拡充、贈与税の軽減措置、住宅エコポイント制度の創設、子ども手当の実施など、住宅需要サイドにおいては
住宅取得の絶好の機会

■ 将来の安定的成長を維持していくため、経営の安定性・収益性を重視する経営に注力

■ 組織体制を機動的に見直し、経営環境の変化に迅速・柔軟に対応

■ 市内中心部の都市型マンションの供給に注力し、顧客の購入体力に見合った価格設定を行う

■ 少子化の進行、ライフスタイルの多様化に対応した、プラン・設備・環境対策など市場ニーズに適合した物件を供給

■ 当社の強みである「掘り起こし営業」の徹底を図り、早期完売を目指す

■ 非営業社員も積極的に営業活動へ参画し、全社営業体制の強化
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２）2011年3月期連結業績見通し

Ⅲ．今期の見通しと中期経営計画

（単位：百万円）

2011/3月期

売上高 23,634 19,500 △17.5％9,482 6,200 △34.6％

■ 過去の業績修正を真摯に受け止め、厳しい販売環境の中でも計画を達成出来るよう、販売価格及び販売経費をより保守的に
織り込み計画を策定

■ 厳選した物件仕入、正確なマーケット判断により、利益率の高い物件に絞り込んで供給

■ 創業以来最大規模となる「（仮称）エスリード長堀タワー」（大阪市中央区、総戸数270戸）をはじめとした高品質かつ価格競争力
に優れた物件の発売を予定

2010年9月中間期の通期に占める売上高の比率は31.8％の見込み

2010/3月期

通期予想 通期対前年比中間期予想 中間期対前年比通期実績中間期実績

営業利益（△損失） 519 2,300 342.7％△471 △750 －

経常利益（△損失） 52 1,900 －△681 △1,000 －

当期純利益（△損失） 13 1,000 －△410 △600 －

引渡戸数（戸） 885 764 △13.7％339 265 △21.8％

1株当たり当期純利益（円） 0.90 64.80 －△26.59 △38.88 －

売上高

売上高・経常利益・引渡戸数 の中間・通期比較

2010年3月期 2011年3月期 2010年3月期 2011年3月期 2010年3月期 2011年3月期

【売上高】 【経常利益】 【引渡戸数】
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３）中期経営計画

（単位：百万円）

売上高

Ⅲ．今期の見通しと中期経営計画

■ 市場を取り巻く環境変化を適時的確に把握し、経営の効率化、収益力の強化を図る

■ 厳選した用地仕入、正確なマーケット判断により、利益率の高い物件に絞り込み供給

■ 市況を正確に判断し、顧客の誰もが無理なく安心して購入出来る価格設定で供給

■ 市場優位性の高い立地、高品質・高性能を追求したマンションづくりを推進（耐震性能・セキュリティ機能強化、高付加価値化など）

営業利益

経常利益

当期純利益

2011/3月期

百分比金額

100.0％19,500

11.8％2,300

9.7％1,900

5.1％1,000

-25.00

2012/3月期

百分比金額

100.0％30,000

11.3％3,400

10.0％3,000

5.7％1,700

-25.00

百分比

100.0%36,000

金額

2013/3月期

10.6％3,800

9.7％3,500

5.6％2,000

25.00 -１株当たり配当金（円）
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４） 2011年3月期販売プロジェクトの紹介

Ⅲ．今期の見通しと中期経営計画
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この度当社及び当社グループ各社は、本社ビル新設に伴い、2009年9月7日付けで本社移転を行いました。
これを機に役員・社員一同、より一層良質で快適な住まいづくりとサービス向上に努めるべく業務に望む所存
でございます。
何卒倍旧のご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

新住所 〒553-0003 大阪市福島区福島6-25-19 エスリードビル福島 ※電話番号・FAX番号に変更はございません。

本社移転のお知らせ（2009年9月移転）
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１） 会社概要

商 号 日本エスリード株式会社（英訳名 NIHON ESLEAD CORPORATION）

設 立 1992年（平成4年）5月8日

資 本 金 19億8,300万円

代 表 者 代表取締役社長 荒牧 杉夫

事 業 内 容 マンション分譲事業、賃貸事業他

免 許 等
宅地建物取引業者免許／国土交通大臣免許（４）第5489号

一級建築士事務所／大阪府知事登録（イ）第21863号

従 業 員 数 連結： 187名、単体： 152名（2010年3月31日現在）

上 場 市 場 東証1部・大証1部（証券コード： 8877）

所 在 地
本 社 ： 大阪市福島区福島6-25-19

福岡支店 ： 福岡市中央区天神5-9-9

Ⅳ．参考資料
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２） 会社沿革

【職場風景】

Ⅳ．参考資料

イー・エル建設株式会社（設計施工、リフォーム事業、当社100％出資）を設立2006年（平成18年） ６月

エスリード住宅流通株式会社（不動産売買・仲介事業、当社100％出資）を設立2007年（平成19年） ５月

1992年（平成４年） ５月 日本エスリード株式会社設立、大阪市北区西天満に本社開設

1992年（平成４年） ９月 福岡市中央区天神に福岡支店を設置

1993年（平成５年）11月 本社を大阪市北区梅田に移転

1996年（平成８年） ５月 エスリード管理株式会社（マンション管理事業、当社100％出資）を設立

1999年（平成11年） ４月 ホームワランティを日本で初めて標準装備

1999年（平成11年）10月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場

2001年（平成13年） ３月 大阪証券取引所市場第一部に株式を上場

2001年（平成13年）11月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場

2006年（平成18年） ５月 綜電株式会社（電力管理事業、当社100％出資）を設立

2009年（平成21年） ９月 本社を大阪市福島区福島 （現所在地） に移転
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３）グループ編成

『総合生活産業のトップランナー』を目指して
マンション分譲事業及びその周辺事業を展開するグループを構築

（2010年5月末現在）

①新規事業の立上げは、マンション関連事業に限定グループ編成の
基 本 方 針

②『マンションのことなら全て』を目指したグループ構築

当社は、マンション分譲を中心とした事業に特化した経営により、お客様の住まいに関する『総合生活産業のトップランナー』を目指し

ており、この目標に向けた効率的かつ生産的なグループ経営体制を築くために、新規事業の立上げは、全て、当社（日本エスリード株

式会社）が展開するマンション分譲事業の周辺事業に注力することを基本方針としています。これにより、当社の連結子会社4社は全

て、マンション関連事業に属する業務を機能別に担う編成となっています。

同様に、お客様の住まいに関する『総合生活産業のトップランナー』を目指す立場から、当社は、「マンションのことなら全てエスリード

グループにお任せください」というグループの構築を進めています。これにより、当社グループでは、当社マンションをご購入いただくお客

様に対して、購入検討段階からご入居後も安心して暮らせる管理やアフターサービス、リフォーム、住み替えに至るまで、住まいに関わ

るトータルサービスをグループ完結型で提供することを目指しています。

Ⅳ．参考資料
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４） グループ会社紹介①

Ⅳ．参考資料

エスリード管理株式会社

綜電株式会社

マンション向けの新サービスとして、電力会社から高圧電力を一括購入し、受変電設備を使って電力会社の料金よ
り安く提供する、電気料金割引サービス「でんでんサポート」を行っています。住む人にとってメリットが大きく、
マンションの魅力アップにつながっています。

【会社概要】

【会社概要】

商号 綜電株式会社

設立 2006年5月17日

資本金 3,000万円

代表者 代表取締役 荒牧 杉夫

事業内容 １．電力管理事業

２．エネルギーコンサルタント

３．前記各号に附帯関連する

一切の事業

技術提携 中央電力（株）

商号 エスリード管理株式会社

設立 1996年5月20日

資本金 1,000万円

代表者 代表取締役 荒牧 杉夫

事業内容 １． マンション等の管理業務

２． 不動産の賃貸・売買及びこれらの管理・媒介・代

理業務

３． 建物の清掃業

４． リフォーム・リフレッシュ工事請負及びこれらの

コンサルタント業務

５． 生損保代理店業務

免許等 マンション管理業免許 国土交通大臣（2）第061002号

宅地建物取引業免許 大阪府知事（3）第45583号

マンション管理事業では、管理組合・事業主・オーナー・
居住者の皆様が求める理想のマンション管理を目指し、
あらゆる角度からきめ細やかなサービスをご提供。また
賃貸管理事業では、賃貸経営をお考えの皆さんに対して、
そのサポート業務「分譲貸しマンション管理」を行なって
います。

・キュービクル式高圧受電設備

キュービクル式高圧受電設備とは：受電用の機器を極
力整備簡素化して、これに配線し、接地した金属箱内
にコンパクトに収めた高圧受電設備のことです。

電気料金を削減するしくみ
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４） グループ会社紹介②

Ⅳ．参考資料

お客様のニーズに合わせたリフォームや、便利で快適なマンションライ
フを長期にわたって維持するために、外壁や共用施設を中心とした大規
模修繕事業など、すべてにハイクオリティな技術力を結集し、心からご
満足頂ける価値ある空間を創造します。

【会社概要】

居住用・業務用・投資用の不動産売買や仲介を行う「不動産流通事業」、土地有効活用とコンサ
ルティングでオーナー様をサポートする「資産運用事業」、居住用からオフィス・店舗物件など
をご紹介する「賃貸事業」の３本柱をリンクさせることで、お客様のご要望を多角的に把握し、
クオリティの高い情報とサービスをご提供します。

【会社概要】

商号 エスリード住宅流通 株式会社

設立 2007年5月8日

資本金 1,000万円

代表者 代表取締役 荒牧 杉夫

事業内容 不動産流通事業、資産運用事業、
賃貸事業他

免許等 宅地建物取引業免許 大阪府知事
（１）第５３２５１号

商号 イー・エル建設 株式会社

設立 2006年6月14日

資本金 4,000万円

代表者 代表取締役 荒牧 杉夫

事業内容 新築・増改築・建替え業務ならびに

戸建・マンションのリフォーム業務他

免許等 建築工事業 大阪府知事許可（特-18）第127305号

イー・エル建設株式会社

エスリード住宅流通株式会社
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５） 近畿圏における当社のポジション

順位

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

2009年

会社名
シェア
（％）

供給
戸数

藤和不動産

大京

大和ハウス工業

コスモスイニシア

近鉄不動産

東急不動産

日本エスリード

アーバンライフ

住友不動産

和田興産

5.8

4.0

3.7

3.6

3.3

3.1

2.9

2.8

2.8

2.7

1,143

791

737

715

661

619

577

550

547

527

近畿圏合計 10019,784

出所： 不動産経済研究所

＊供給戸数は暦年ベース（1～12月）、2008年は近鉄不動産・藤和不動産が同率1位

日本エスリード日本エスリード

2007年2005年

シェア
（％）

供給
戸数

会社名 会社名
シェア
（％）

供給
戸数

2006年

シェア
（％）会社名

供給
戸数

5.2

5.2

4.2

3.4

3.4

3.4

2.9

2.6

2.5

2.5

1,713

1,707

1,375

1,131

1,124

1,115

954

868

823

814

大京

野村不動産

藤和不動産

大和ﾊｳｽ工業

日本エスコン

近鉄不動産

住友不動産

阪急不動産

リバー産業

阪急不動産

藤和不動産

プレサンス
コーポレーション

東急不動産

大和ハウス工業

オリックス不動産

和田興産

総合地所

4.0

3.9

3.7

3.6

3.6

2.8

2.4

2.2

1,197

1,180

1,127

1095

1,086

853

722

672

10033,064近畿圏合計 近畿圏合計 10030,219

2008年

会社名
シェア
（％）

供給
戸数

近鉄不動産

藤和不動産

東急不動産

大和ハウス工業

日本エスリード

大京

アーバンライフ

オリックス不動産

コスモスイニシア

MID都市開発

4.2

4.2

4.0

3.7

3.2

2.7

2.6

2.6

2.6

2.4

957

957

909

851

725

625

598

595

581

555

近畿圏合計 10022,744

日本エスリード

大和ハウス工業

5.41,613

4.01,200

近鉄不動産

大京

東急不動産

野村不動産

阪急不動産

藤和不動産

ｵﾘｯｸｽ･
ﾘｱﾙｴｽﾃｰﾄ

3.4

3.2

3.0

3.0

2.8

2.8

2.5

1,029

966

905

892

853

844

763

日本エスコン 2.2666

近畿圏合計 10030,146

近鉄不動産 4.21,267

4.11,238

-

Ⅳ．参考資料
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６） 主な経営指標 同業他社比較

Ⅳ．参考資料

（単位：百万円）
■2010/3月期の状況 （連結）

会社名（順不同）

日本エスリード日本エスリード （当社）（当社）

売上高

23,63423,634

当期純利益

1313

一株当たり

純利益（円）

0.900.90

営業利益

519519

自己資本

比率（％）

45.845.8

一株当たり

純資産（円）

1,621.881,621.88

経常利益

5252

ゴールドクレスト 46,000 930 26.092,895 48.9 2,679.131,599

タカラレーベン 51,955 2,244 135.563,212 15.9 522.512,378

明和地所 35,509 519 20.881,907 28.0 927.68967

ランド（2010.2月期） 18,089 △5,836 △165.06△3,208 1.0 6.28△5,477

フージャースコーポレーション 32,817 1,240 3,931.641,410 13.1 8,590.89854

セントラル総合開発 41,779 308 39.901,334 4.3 252.20224

日本エスコン （2009.12月期） 27,235 △8,685 △42,743.80△7,424 4.6 8,709.41△9,159

日神不動産 31,003 480 20.47890 57.7 1,065.74813

エフ・ジェー・ネクスト 24,720 △1,245 △80.04△841 56.6 1,003.00△987

※決算短信より抜粋和田興産（2010.2月期） 29,890 △226 △22.68573 24.8 1,322.96△370

新日本建物 22,808 △2,410 △51.65△232 2.8 7.00△754

アーバンライフ（2009.12月期） 21,712 △3,204 △142.53△2,548 1.0 17.21△3,120



Nihon Eslead Corporation 33

７） 成長の軌跡

Ⅳ．参考資料

住む人の立場にたった住まいづくり
Residence-making that stands In standpoint of person who lives
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８） 2010年3月期販売プロジェクトの紹介①

エスリード苦楽園老松町（2010年3月竣工引渡）

● 数多くの著名人が居を構え、現在まで続くステイタスを築き上げた街、夙川、苦楽園。富裕な階層の高級リゾート・別荘地として
大正時代に広く注目を集め、その後、時を重ねながら阪神間でも屈指の邸宅街として発展してきた地に「エスリード苦楽園老松町」
が誕生。

所在地：兵庫県西宮市老松町

総戸数：88戸

敷地面積：3,997.65㎡

延床面積：9,195.31㎡

建物規模：地上7階 地下1階

物件概要

引渡日：平成22年３月16日

Ⅳ．参考資料
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エスリード千里桃山台（2010年3月竣工引渡）

● 豊中新千里南町の低層住宅街区で、文教の趣も香り立つ良好なエリア。幹線道路を通ることなく、
四季を感じさせる遊歩道を通って安全に駅へとアクセス。

所在地：大阪府豊中市新千里南町

総戸数：107戸 （販売戸数：69戸）

敷地面積：5,935.50㎡

延床面積：10,226.59㎡

建物規模：地上9階

物件概要

引渡日：平成22年３月12日

Ⅳ．参考資料

８） 2010年3月期販売プロジェクトの紹介②
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９） 近年における開発事例①

Ⅳ．参考資料

エスリード宝塚（2005年2月竣工）

エスリード太秦天神三条川（2007年8月竣工）

エスリード高野台（2007年2月竣工）

エスリード松原松ヶ丘（2007年11月竣工）

所在地：大阪府吹田市高野台4丁目1番20他 総戸数：66戸（販売戸数：55戸）

敷地面積：2,965.05㎡ 延床面積：7,158.84㎡建物規模：地上7階 地下1階

所在地：兵庫県宝塚市栄町3丁目65番,西宮市生瀬東町1124番2 総戸数：218戸

敷地面積：4,272.45㎡ 延床面積：18,197.92㎡建物規模：地上14階 地下1階

所在地：大阪府松原市松ヶ丘1丁目358-43 総戸数：185戸

敷地面積：6,874.50㎡ 延床面積：17,451.70㎡建物規模：地上12階

所在地：京都市右京区太秦下角田長2番 総戸数：251戸

敷地面積：10,690.60㎡ 延床面積：29,338.16㎡建物規模：地上7階 地下1階
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９） 近年における開発事例②

エスリード帝塚山（2008年9月竣工） エスリード芦屋陽光町（2009年3月竣工）

エスリードビル大手通（2009年4月竣工） エスリードビル本町（2009年6月竣工）

Ⅳ．参考資料

所在地：兵庫県芦屋市陽光町1-5番地 総戸数：200戸

敷地面積：9,361.20㎡ 延床面積：23,443.81㎡建物規模：地上14階

所在地：大阪市阿倍野区帝塚山1-31-1 総戸数：76戸（販売戸数：58戸）

敷地面積：4,713.75㎡ 延床面積：7,831.73㎡建物規模：地上5階

所在地：大阪市中央区本町1丁目23-1,33-2

敷地面積：1,144.81㎡ 延床面積：10,408.24㎡建物規模：地上14階 地下1階

所在地：大阪市中央区大手通3丁目1-2

敷地面積：847.34㎡ 延床面積：7,324.07㎡建物規模：地上10階 地下1階
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● 本資料は2010年3月期決算の業績及び今後の経営戦略等に関する情報の提供を目的としたものであり、

当社が発行する有価証券の投資を勧誘することを目的としたものではありません。

● 本資料は2010年6月4日現在のデータに基づいて作成されています。

●

● 本資料に記載された内容は、予告なしに変更されることがあります。

【【IRIR担当部門（お問い合わせ先）担当部門（お問い合わせ先）】】

IRIR担当担当役員役員：：取締役取締役管理本管理本部長部長 井上祐造井上祐造

IRIR担当：松原・岡松担当：松原・岡松

（（https://www.eslead.co.jp/inquiry/https://www.eslead.co.jp/inquiry/））

TEL:06TEL:06--63456345--1880     FAX:061880     FAX:06--63456345--17701770
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